
第１１号議案 

令和７年度藤枝市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度藤枝市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 下水道事業 

ア 処 理 区 域 面 積            １，２１３．８ｈａ 

イ 年 間 総 処 理 水 量              ７，８７０千  

ウ 一 日 平 均 処 理 水 量             ２１，５６１  

エ 主要な建設改良事業 

   （ア）公 共 下 水 道 建 設 改 良 費       ４３７，４９３千円 

   （イ）特定環境下水道建設改良費        ３１，４０６千円 

   （ウ）処 理 場 建 設 改 良 費       ４５５，４３５千円 

    

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収  入 

第１款 下水道事業収益        ２，４９２，０００千円 

第１項 営 業 収 益          ９４４，２７２千円 

第２項 営 業 外 収 益        １，５４７，７２８千円 

支  出 

第１款 下水道事業費用              ２，４５５，０００千円 

第１項 営 業 費 用        ２，３０６，４５５千円 

第２項 営 業 外 費 用          １４３，４４５千円 

第３項 予 備 費             ５，１００千円 

              

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対して不足する額８７７，０００千円は、当年度消費税及

び地方消費税資本的収支調整額２８，５７９千円、減債積立金５，８２７千

円、過年度分損益勘定留保資金８，９０４千円及び当年度分損益勘定留保資

金８３３，６９０千円で補塡するものとする。）。 
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 収  入  

第１款 資 本 的 収 入 １，３８２，０００千円 

第１項 企 業 債 ６６８，９００千円 

第２項 受益者負担金及び分担金 ２，６７２千円 

第３項 負 担 金 ６２３千円 

第４項 補 助 金 ３１１，６９９千円 

第５項 出 資 金 ３９８，１０６千円 

   

支  出  

第１款 資 本 的 支 出 ２，２５９，０００千円 

第１項 建 設 改 良 費 ９２４，３３４千円 

第２項 固 定 資 産 購 入 費 ３，０７３千円 

第３項 企 業 債 償 還 金 １，３３１，５９３千円 

 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお  

 りと定める。 

 

事      項 期  間 限 度 額 

浄化センター建設工事委託 
令和８年度から 

令和 10 年度まで 

      千円 

 

2,435,000 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお 

 りと定める。 

 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利    率 償 還 の 方 法        

下水道事業費 

千円 

 

 

 

 

 

 

668,900 

 

 

 

 

 

 

 

 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

 

 

 

公的資金 

指定利率 

 

その他 

 ５．０％以内 

 

 ただし、利率見

直し方式で借入

れる資金につい

て、利率の見直し

を行った後にお

いては、当該見直

し後の利率によ

る。 
 

 

公的資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合は、そ

の債権者との協議

による。 

 ただし、企業財

政の都合により償

還期限を短縮し、

若 し く は 繰 上 償

還、又は低利に借

換えることができ

る。 

  

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における、営業費用と営業外

費用の間の流用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金 

 額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会 

 の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                 １３２，８５６千円 
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（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額

は、１７，２２６千円である。 

 

 

   令和７年２月１７日提出 

 

                 藤枝市長    北 村 正 平 
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

　

2 補 助 金 37,226

3

雑 収 益 18,7894

1 他 会 計 負 担 金 767,011

長期前受金戻入 724,702

2 営 業 外 収 益 1,547,728

3 その他営業収益 136

2 他 会 計 負 担 金 37,034

1 下 水 道 使 用 料 907,102

1 営 業 収 益 944,272

1 下水道事業収益 2,492,000

令和７年度藤枝市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

1

1

6

営 業 外 費 用

予 備 費 5,100

予 備 費 5,1003

2 143,445

2 消 費 税 21,000

減 価 償 却 費 1,554,392

資 産 減 耗 費

122,445

4,0007

5 総 係 費 124,256

4 普 及 指 導 費 311

3 特定環境下水道費 6,310

2 施 設 費 552,982

1 管 渠 費 64,204

2,455,000

2,306,4551 営 業 費 用

項 目

1 下水道事業費用

支　　　　　出

款
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

　

5

1 他 会 計 出 資 金 398,106

出 資 金

4 補 助 金

国庫県費補助金 311,6991

398,106

311,699

1 他 会 計 負 担 金 623

3

2 区域外流入分担金 300

負 担 金 623

受 益 者 負 担 金 2,372

2,672

1

2
受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

1 企 業 債 668,900

1

目

企 業 債 668,900

資 本 的 収 入 1,382,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

1

款 項
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（単位：千円）

予 定 額 備 考

公 共 下 水 道

建 設 改 良 費

特定環境下水道

建 設 改 良 費

処 理 場

建 設 改 良 費

1 1,331,593企 業 債 償 還 金

3 1,331,593

3,0731
有 形 固 定 資 産
購 入 費

企 業 債 償 還 金

3,0732 固定資産購入費

3 455,435

2 31,406

1 437,493

924,3341 建 設 改 良 費

1 資 本 的 支 出 2,259,000

款 項 目

支　　　　　出
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 28,680

減価償却費 1,554,392

固定資産除却費 4,000

貸倒引当金の増減額(△は減少) 600

賞与引当金の増減額(△は減少) 185

長期前受金戻入額 △ 724,702

支払利息及び企業債取扱諸費 122,445

未収金の増減額(△は増加) △ 23,654

未払金の増減額(△は減少) 5,327

967,273

利息の支払額 △ 122,445

844,828

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 875,677

国庫県費補助金による収入 311,699

他会計負担金による収入 623

受益者負担金等による収入 2,672

△ 560,683

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

他会計からの出資による収入 398,106

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 668,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,331,593

△ 264,587

4 資金増減額(△は減少) 19,558

5 資金期首残高 396,688

6 資金期末残高 416,246

財務活動によるキャッシュ・フロー

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

令和７年度藤枝市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

小計

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
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 １   総   括

（単位：千円）

※注1　<>は、会計年度任用職員数（パートタイム）の外書き
※注2　()は、再任用短時間勤務職員数の外書き

（単位：千円）

－  128,612 

2,050 

2,194 

－  

128 －  

2,300 

648 －  

648 

473 

10 

給　 与　 費　 明　 細　 書

合 計そ の 他

－  4,244 

99,244 

31,562 

19,771 

106,601 26,255 

25,206 6,356 

25,654 

計給 料 職員手当

53,638 25,835 (-) 79,473 
本

年

度

職   員   数

扶 養 手 当 地 域 手 当 管 理 職 手 当

－  

12 

1,922 

1,911 

一般職(人)

法 定
福 利 費

－  

34,936 

(-)

(-)

－  

69,754 

17,327 

特 殊 勤 務 手 当時間外勤務手当

区       分
給 与 費

1,721 

132,856 

－  77,752 

1,732 

合　計 33,204 

4 

<2>
71,665 

16 

700 1,222 

損益勘定支弁職員

102,958 

△1 

<->

(-)

－  

10 

休 日 勤 務 手 当

－  

比 較

勤 勉 手 当 通 勤 手 当

70 

3,643 601 

3,241 1,470 

区 分

本 年 度

1,990 

－  

本 年 度 11,516 

比 較

353 

前 年 度 2,590 

児 童 手 当

2,220 

9,101 27,128 

1,400 

651 －  

－  

－  

本 年 度

1,933 

－  －  －  

区 分

住 居 手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

108 

2,408 

夜 間 勤 務 手 当

54 496 

9,440 

8,944 

前 年 度

1,580 

特別職(人)

－  

－  

資本勘定支弁職員 18,027 

－  

－  

<1>

13 

<2>

17 

52,427 

<1>

合　計 －  

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

97,050 

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

比 較

区 分 期 末 手 当

資本勘定支弁職員

合　計

－  

－  

－  

－  

退 職 手 当

前 年 度 11,462 

2,220 

－  60 －  

1,990 

比

較 <->

<△1>

－  60 

－  

前

年

度

25,325 

7,879 

- 

(-)

<->
(-)

4 

<1>
(-)

(-)

(-)

<1>

1,211 510 

33,612 6,484 －  

19,298 
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２   給料及び職員手当の増減額の明細

平均給料月額 平均給料月額
×改定率 給与改定率
×職員数 職員数
×12月

本年度支給額が 本年度支給額が
前年度支給額を 前年度支給額を
上回る職員の数 上回る職員の数
　×平均増加額
　　×12月 平均増加額

期末手当 2.45月 → 2.50月
改定分

勤勉手当 2.05月 → 2.10月

はね返り分

職員の変動等

児童手当

271千円

353千円

休日勤務手当 △2千円

住居手当 108千円

期末手当 △709千円

勤勉手当 △187千円

時間外勤務手当

時間外勤務手当

412千円勤勉手当

地域手当

2千円

△69千円

期末手当 492千円

休日勤務手当

12千円

651千円

給　料 1,911 

給与改定に

伴う増減分
2,315 

昇給に伴う

増 加 分
1,147 

職員手当 1,732 

給与改定に

伴う増減分
1,575 

1,033千円

その他の

増 減 分
157 

542千円

扶養手当

地域手当

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　考

千円

58千円

16人

69千円

271千円

千円

305,263円
3.95%
16人

その他の
増 減 分

△1,551 　職員の変動等

5,971円
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 ３　給料及び職員手当の状況

　(１)　職員一人当たりの給与

　(２)　初　任　給

区 分 一 般 行 政 職
国 の 制 度

一 般 行 政 職

一 般 行 政 職

305,263

343,755

39.41

令和7年1月1日現在

平均給料月額（円）

区　　　　　　　　分

令和6年1月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳・月）

平均給与月額（円）

350,045

平均年齢（歳・月）

39.32

306,613

201,000 188,000

225,600 220,000大 学 卒

高 校 卒

円 円
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　(３)　級　別　職　員　数

　（級別の基準となる職務）

部 長一 般 行 政 職 係 長 主 幹 課 長

区 分 5　　級 6　　級 7　　級 8　　級

一 般 行 政 職
主 事 ・ 主 事 補
技 師 ・ 技 師 補

主 任 主 事
主 任 技 師

主 査

区 分 1　　級 2　　級 4　　級

主 任 主 査

3　　級

令和6年1月1日現在

区　　　分
行（一）　一般行政職

級 職員数(人) 構成比(％)

1 級 2  12.5  

2 級 6  

6.3  

37.4  

3 級 1  

4 級 1  

24.9  

6.3  

7 級 1  6.3  

計

計 16  100.0  

2 級 1  6.3  

1 級 5  31.2  

3 級 3  18.7  

6.3  

1  6.3  

5 級 4  24.9  

4 級 1  

令和7年1月1日現在

16  100.0  

8 級 －  －  

7 級 1  6.3  

6 級

8 級 －  －  

5 級 4  

6 級 1  6.3  
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　(４)　昇　給

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

（人）

（人）

（人）

（人）

※注1　昇給に係る職員数には、本年度支給額が昨年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

（人）

（人）

（人）

（人）

※注2　昇給に係る職員数には、当該年度支給額が前年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

－     

一般行政職

一般行政職

－     

－     

2     

人

16     

16     

14     

100.0     

－     

100.0     
％

－     

13     

76.5     

－     

－     

1     

％

12     

17     

13     

17     
人

％

12     

1     

本
　
　
　
　
年
　
　
　
　
度

号給数別内訳

2号給

4号給

8号給

 比　　較 （Ｂ）/（Ａ）

（Ａ） 職　　員　　数

6号給

人

76.5     

区　　　　　分

前
　
　
　
　
年
　
　
　
　
度

 職　　員　　数 （Ａ）

 比　　較 （Ｂ）/（Ａ）
％

号給数別内訳

2号給

6号給

8号給

4号給

人

合　　計

－     

合　　計区　　　　　分

16     

16     

14     

2     
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(５)　期末手当・勤勉手当 (６)　地域手当

(７)　定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

(８)　特殊勤務手当

(９)　その他の手当

4.500

2.300

前 年 度

2.300 4.600 有

2.250 2.250

本 年 度 24.58688

20年勤続の者
（月分）

前 年 度

33.27075

区　　分
25年勤続の者
（月分）

33.27075

通 勤 手 当 同

33.27075 47.70900

住 居 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称 －

給料総額に対する比率 （％） －

支給対象職員の比率（令和7年1月1日現在） （％） －

全 地 域

支  給  率 3.0％ 

備考
最高限度
（月分）

一般会計
と 同 じ

16人 

支給対象地域

3.0％ 
国の指定基準
に基づく支給率

支 給 対 象
職　 員　 数

国の制度

有 同上

区　　分
支給率計
（月分）

備 考

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置

2.300 2.300

支給期別支給率

本 年 度

6月
（月分）

12月
（月分）

有4.600

35年勤続の者
（月分）

定年前早期退職
特例措置
2％～45％加算

47.70900

その他の
加算措置等

47.70900
一 般 会 計
と 同 じ

47.70900

47.70900

扶 養 手 当 同

47.70900

区　　分 差　　異　　の　　内　　容一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

国の制度
（支給率等）

24.58688

24.58688 同　　上

区　　　　　　分 全 職 種
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1 .

(1) 下 水 道 使 用 料 815,381

(2) 他 会 計 負 担 金 37,034

(3) そ の 他 営 業 収 益 220 852,635

２ .

(1) 管 渠 費 45,211

(2) 施 設 費 483,684

(3) 特定環境下水道費 6,772

(4) 普 及 指 導 費 286

(5) 総 係 費 116,869

(6) 減 価 償 却 費 1,556,489

(7) 資 産 減 耗 費 4,000 2,213,311

　 1,360,676

３ .

(1) 補 助 金 32,887

(2) 他 会 計 負 担 金 764,107

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 729,037

(4) 雑 収 益 17,086 1,543,117

４ .

117,984

(2) 雑 支 出 2,989 120,973

５ .

(1) 予 備 費 4,636 4,636 1,417,508

56,832

56,832

0

0

　 56,832

当 期 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 及 び
企業債取扱い諸費

予 備 費

経 常 利 益

令和６年度藤枝市下水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失
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イ 2,081,519

ロ 1,875,274

△ 458,661 1,416,613

ハ 32,820,891

△ 6,103,387 26,717,504

ニ 3,619,311

△ 1,126,282 2,493,029

ホ 2,387

△ 2,190 197

ヘ 9,085

△ 3,763 5,322

ト 252,242

32,966,426

32,966,426

396,688

151,470

△ 3,160 148,310

544,998

33,511,424

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

(1)

令和６年度藤枝市下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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11,189,985

　 11,189,985

1,325,630

372,956

イ 9,538

ロ 1,912

11,450

933

1,710,969

イ 3,408,480

△ 788,546 2,619,934

ロ 9,414,164

△ 1,967,206 7,446,958

ハ 1,212,236

△ 209,026 1,003,210

ニ 3,814,427

△ 664,685 3,149,742

ホ 31,247

△ 7,531 23,716

ヘ 48,650

14,292,210

14,292,210

27,193,164

(4) その他の流動負債

他 会 計 繰 入 金

収 益 化 累 計 額

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

建 設 仮 勘 定

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

（単位：千円）

法定福利費引当金

そ の 他

収 益 化 累 計 額

負担金及び分担金

流 動 負 債 合 計

国 庫 県 費 補 助 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額
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6,175,202

6,175,202

イ 86,226

ロ 56,832

143,058

143,058

6,318,260

　 33,511,424

減 債 積 立 金

7 剰 余 金

（単位：千円）

6 資 本 金

(1) 資 本 金

資 本 合 計

資 本金 合計

負 債 資 本 合 計

(1) 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資　　本　　の　　部

－ 500 －



　

イ 2,081,519

ロ 1,875,274

△ 550,404 1,324,870

ハ 33,250,423

△ 7,351,299 25,899,124

ニ 3,999,713

△ 1,339,940 2,659,773

ホ 2,387

△ 2,190 197

ヘ 11,878

△ 4,842 7,036

ト 282,613

32,255,132

32,255,132

416,246

175,531

△ 3,760 171,771

588,017

32,843,149

令和７年度藤枝市下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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10,575,821

　 10,575,821

1,277,101

429,695

イ 9,693

ロ 1,942

11,635

933

1,719,364

イ 3,408,480

△ 946,263 2,462,217

ロ 9,697,527

△ 2,360,220 7,337,307

ハ 1,214,664

△ 251,389 963,275

ニ 3,815,050

△ 793,517 3,021,533

ホ 31,247

△ 10,307 20,940

ヘ 48,650

13,853,922

13,853,922

26,149,107

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(4) その他の流動負債

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

国 庫 県 費 補 助 金

収 益 化 累 計 額

負担金及び分担金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 繰 入 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他

収 益 化 累 計 額

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

建 設 仮 勘 定

負 債 合 計
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6,573,309

6,573,309

イ 86,226

ロ 34,507

120,733

120,733

6,694,042

　 32,843,149

減 債 積 立 金

（単位：千円）

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

(1) 資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本金 合計

7 剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金
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注記  

１  重要な会計方針  

（１）固定資産の減価償却の方法  

有形固定資産  

・減価償却の方法  

定額法  

  ・主な耐用年数  

建物          ２０～５０年  

構築物         １５～５０年  

機械及び装置      ９～２０年  

（２）引当金の計上方法  

ア  退職給付引当金  

    職員の退職手当は、一般会計との協議により、その全部を一般会計が負

担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。  

イ  賞与引当金及び法定福利費引当金  

    職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備える

ため、年度末における支給見込額に基づき、各年度の負担に属する額を計

上している。  

ウ  貸倒引当金  

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能

見込額を計上している。  

（３）消費税及び地方消費税の会計処理  

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。  

 

２  予定貸借対照表等関連  

（１）引当金の取崩し  

  ア  賞与引当金の取崩し  

    令和６年度において、期末手当及び勤勉手当として２８，６００千円支

給すると見込まれるため、８，０７８千円を取り崩した。  

    令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として２９，０５９千円支

給すると見込まれるため、９，６９３千円を取り崩した。  
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イ  法定福利費引当金の取崩し  

    令和６年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費を

支出すると見込まれるため、１，６１８千円を取り崩した。  

    令和７年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費を

支出すると見込まれるため、１，９４２千円を取り崩した。  

  ウ  貸倒引当金の取崩し  

    令和６年度において不納欠損１，１１６千円を処分することが見込まれ

ているため、同額を取り崩した。  

    令和７年度において不納欠損１，１９９千円を処分することが見込まれ

ているため、同額を取り崩した。  

（２）企業債の償還に係る他会計の負担  

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込ま

れる額は２，０６３，０９４千円である。  

 

３  セグメント情報に関する注記  

（１）報告セグメントの概要  

藤枝市下水道事業会計は、公共下水道事業と農業集落排水事業を運営して

おり、各事業で運営方針を決定していることから、「公共下水道事業」と「農

業集落排水事業」の２つを報告セグメントとしている。  

なお、各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。  

事業区分  事業の内容  

公共下水道事業  公共下水道計画区域において汚水を処理する業務  

農業集落排水事業  農業集落排水施設において汚水を処理する業務  
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（２）報告セグメントごとの営業収益等  

   令和７年度（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）  （単位：千円） 

項  目  
公共下水道  

事    業  

農業集落  

排水事業  
合  計  

営業収益  

営業費用  

844,304 

2,132,836 

17,503 

115,846 

861,807 

2,248,682 

営業損益  

経常損益  

△ 1,288,532 

28,279 

△ 98,343 

401 

△ 1,386,875 

28,680 

セグメント資産  

セグメント負債  

30,858,361 

24,440,547 

1,984,381 

1,708,560 

32,843,149 

26,149,107 

その他の項目     

 収益的収入     

 長期前受金戻入  670,968 53,734 724,702 

収益的支出     

 減価償却費  1,477,534 76,858 1,554,392 

支払利息及び企業債取扱諸費 113,100 9,345 122,445 

 （注）上記、表の中の数値については税抜きで記載している。  

 

４  リース契約により使用する固定資産  

（１）リース取引の処理方法  

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。  
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収 入 支 出 明 細 書 
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　収　　入

1 下 水 道 事 業 収 益

1 営 業 収 益

1 下 水 道 使 用 料

2 他 会 計 負 担 金

3 そ の 他 営 業 収 益

2 営 業 外 収 益

1 他 会 計 負 担 金

2 補 助 金

3 長 期 前 受 金 戻 入

4 雑 収 益

令和７年度藤枝市下水道事業会計収入支出明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目
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（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

2,492,000

944,272

907,102

公共下水道使用料　　　　　　　　　　　887,850千円

農業集落排水処理施設使用料　　　　19,252千円

37,034

他 会 計 負 担 金 37,034 雨水処理に要する経費

136

手 数 料 125 指定工事店証交付手数料

雑 収 益 11 コピー代、農業集落排水処理施設加入分担金等

1,547,728

767,011

他 会 計 負 担 金 767,011 一般会計負担金

37,226

国 庫 補 助 金 20,000 社会資本整備総合交付金

他 会 計 補 助 金 17,226 一般会計補助金

724,702

受 贈 財 産 評 価 額 157,717

国 庫 補 助 金 364,911

県 費 補 助 金 28,103

受 益 者 負 担 金 42,363

他 会 計 繰 入 金 128,832

そ の 他 2,776

18,789

そ の 他 雑 収 益 18,789 行政財産使用料、消化ガス売却収益等

907,102下 水 道 使 用 料

節

地方公営企業法施行規則第21条第2項又は第3項
の規定により償却した長期前受金
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　支　　出

1 下 水 道 事 業 費 用

1 営 業 費 用

1 管 渠 費

2 施 設 費

款 目項
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（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

2,455,000

2,306,455

64,204

給 料 7,992 職員給

職 員 手 当 等 4,551 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 1,384 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 2,875 共済費等

備 消 品 費 41 管渠維持管理用備消耗品等

手 数 料 2,983 汚水管路清掃手数料等

修 繕 費 17,820 既設管等補修費等

材 料 費 121 補修材

工 事 請 負 費 26,437 管渠等改修工事

552,982

給 料 8,044 職員給

職 員 手 当 等 3,977 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 1,374 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 2,734 共済費等

備 消 品 費 854 施設維持管理用備消耗品等

光 熱 水 費 8,207 水道料金、電気料金

印 刷 製 本 費 99 施設ＰＲ用パンフレット印刷代

通 信 運 搬 費 517 電話料

委 託 料 466,103 施設維持管理委託料等

手 数 料 8,671 水質検査手数料等

賃 借 料 6 土地借地料

使 用 料 31 有料道路通行料

修 繕 費 50,177 建物、構築物修繕料

材 料 費 60 施設等補修材

保 険 料 780 市有物件災害共済保険料

工 事 請 負 費 1,348 施設改修工事費、緊急工事費
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3 特 定 環 境 下 水 道 費

4 普 及 指 導 費

5 総 係 費

目項款
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（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

6,310

給 料 3,400 職員給

職 員 手 当 等 1,276 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 521 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 1,113 共済費

311

備 消 品 費 135 加入促進啓発用等粗品、備消耗品費等

印 刷 製 本 費 176 下水道PR用パンフレット等印刷代

124,256

給 料 34,203 職員給、会計年度任用職員給

職 員 手 当 等 16,061 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 5,601 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 11,833 共済費

旅 費 683 普通旅費

報 償 費 778 報奨金

備 消 品 費 560 事務用備消耗品等

燃 料 費 350 車両用燃料

印 刷 製 本 費 143 帳票類印刷代

通 信 運 搬 費 803 郵便料金等

委 託 料 8,848 システム保守委託料等

手 数 料 1,080 下水道メーター取替手数料、公用車車検手数料等

賃 借 料 328 コピー機賃借料、土地借地料

使 用 料 66 データ伝送料金

修 繕 費 332 公用車車検・点検代

材 料 費 1,032 下水道メーター購入費

食 糧 費 8 会議用湯茶

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 40,168 下水道使用料徴収事務費負担金等

保 険 料 321 下水道賠償責任保険等
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6 減 価 償 却 費

7 資 産 減 耗 費

2 営 業 外 費 用

1 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

2 消 費 税

3 予 備 費

1 予 備 費

款 項 目
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（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,030 貸倒引当金繰入額

公 課 費 15 重量税

雑 費 13 テレビ聴視料

1,554,392

有形固定資産減価償却費 1,554,392

4,000

固 定 資 産 除 却 費 4,000

143,445

122,445

企 業 債 利 息 122,445 企業債借入金利息

21,000

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 21,000

5,100

5,100

予 備 費 5,100
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　収　　入

1 資 本 的 収 入

1 企 業 債

1 企 業 債

2 受益者負担金及び分担金

1 受 益 者 負 担 金

2 区 域 外 流 入 分 担 金

3 負 担 金

1 他 会 計 負 担 金

4 補 助 金

1 国 庫 県 費 補 助 金

5 出 資 金

1 他 会 計 出 資 金

款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

目項
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（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

1,382,000

668,900

668,900

建 設 改 良 事 業 債 420,900

資 本 費 平 準 化 債 163,000

特 別 措 置 債 67,000

そ の 他 の 企 業 債 18,000

2,672

2,372

公 共 下 水 道 管 渠 整 備 費 2,372

300

区 域 外 流 入 分 担 金 300 区域外流入分担金

623

623

他 会 計 負 担 金 623 児童手当に要する経費

311,699

311,699

社会資本整備総合交付金

防災・社会資本整備総合交付金               

398,106

398,106

他 会 計 出 資 金 398,106

建設改良費の財源に充てるための企業債

節

受益者負担金

国 庫 補 助 金 311,699

－ 517 －



　支　　出

1 資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費

1 公 共 下 水 道 建 設 改 良 費

2 特定環境下水道建設改良費

款 目項
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（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

2,259,000

924,334

437,493

給 料 10,228 職員給、会計年度任用職員給

職 員 手 当 等 5,238 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 1,422 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 3,468 共済費

備 消 品 費 1,621 事務用備消耗品、書籍代等

委 託 料 57,490 管路健全度判定調査業務

手 数 料 616 発電機点検手数料、建設資材特別調査業務

使 用 料 641 建設クラウドサービス利用料

材 料 費 553 公共汚水桝蓋購入費

補 償 費 3,120 ガス管移設補償費

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 4,965 水道施設移設等工事費負担金

工 事 請 負 費 348,131 管渠工事費等

31,406

給 料 3,700 職員給

職 員 手 当 等 1,824 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 611 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 1,326 共済費

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 445 水道施設移設等工事費負担金

工 事 請 負 費 23,500 管渠工事費等
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3 処 理 場 建 設 改 良 費

2 固 定 資 産 購 入 費

1 有 形 固 定 資 産 購 入 費

3 企 業 債 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金

目項款
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（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

455,435

給 料 4,100 職員給

職 員 手 当 等 2,168 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 722 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 1,256 共済費

委 託 料 428,408 浄化センター建設工事委託料

工 事 請 負 費 18,781 浄化センター施設工事費

3,073

3,073

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 費 3,073

1,331,593

1,331,593

建 設 改 良 事 業 債 589,685

資 本 費 平 準 化 債 420,306

特 別 措 置 債 247,128

そ の 他 の 企 業 債 74,474

企業債元金償還金

－ 521 －
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